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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 72,241 2.6 2,012 1.9 2,338 0.7 1,068 △5.4
23年3月期 70,431 0.1 1,975 105.5 2,322 92.9 1,128 98.1

（注）包括利益 24年3月期 1,344百万円 （112.5％） 23年3月期 1,194百万円 （68.8％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 18.07 17.69 3.5 3.9 2.8
23年3月期 19.09 18.77 3.8 3.8 2.8

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  64百万円 23年3月期  10百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 61,675 33,379 49.9 522.22
23年3月期 58,876 32,444 51.3 511.26

（参考） 自己資本   24年3月期  30,765百万円 23年3月期  30,226百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 1,763 △998 △538 5,301
23年3月期 3,538 △304 △2,034 5,076

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 592 52.4 2.0
24年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 591 55.3 1.9
25年3月期(予想) ― 5.00 ― 5.00 10.00 ―

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 34,000 1.9 400 7.3 550 8.8 300 △36.9 5.09
通期 72,000 △0.3 1,800 △10.6 2,000 △14.5 800 △25.1 13.58



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(注）詳細は、添付資料18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、添付資料30ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 65,962,988 株 23年3月期 65,962,988 株
② 期末自己株式数 24年3月期 7,049,449 株 23年3月期 6,841,941 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 59,094,839 株 23年3月期 59,152,794 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項につきましては、添付
資料2ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興の進展などにより持ち直しの動きを示しつつ

も、円高の長期化や電力需給問題に対する懸念、タイ大洪水の発生や欧州における金融不安の深刻化などにより、

先行きが不透明な状況の中で推移しました。 

当社グループの事業に大きく関係する情報通信分野では、震災の影響等により通信事業各社の設備投資に下期へ

の偏重が見られましたが、ＮＧＮサービスのエリア拡大を中心とする光関連設備の構築および普及拡大期を迎えた

スマートフォン・タブレット端末等の増加などに対応したＬＴＥ※1サービスをはじめとするモバイル設備の構築等

が行われました。また、東日本大震災の被災地域における通信設備の復旧も進められました。さらに、電波周波数

の利用見直しに伴い、地上アナログテレビ放送の終了、モバイル事業者への電波周波数帯再割り当てが実施されま

した。 

 このような事業環境のなか、当社グループは①受注拡大とコスト低減、②人材の育成、③グループ事業運営の効

率化、④ＣＳＲ経営と内部統制システムの定着の推進といった基本方針のもとで事業を推進し、光関連工事や移動

通信工事など通信事業各社からの受注確保に努めたほか、官公庁・自治体等からの通信関連工事や建物内設備工事

等の受注拡大に注力しました。また、当社グループの主な事業エリアである東海、北陸、関東、関西エリアに加

え、新たに九州エリア、中国エリアにモバイル事業の営業拠点を構えるとともに、北海道エリアでの販売事業、東

北エリアにおける震災復興工事に取り組んでまいりました。 

  
※１ ＬＴＥ（Long Term Evolution）・・・次世代携帯電話の通信規格の1つ。家庭向けブロードバンド回線並みのデータ通信が可能。 
  

 その結果、当連結会計年度の業績は、連結受注高は744億68百万円（前期比105.6％）、連結売上高は722億41百

万円（前期比102.6％）、連結営業利益は20億12百万円（前期比101.9％）、連結経常利益は23億38百万円（前期比

100.7％）、連結当期純利益は10億68百万円（前期比94.6％）となりました。 

 なお、セグメント別の連結経営成績は次表のとおりです。 

  

【セグメント別の分析】  

（単位：百万円）

  

１．経営成績

セグメント 
売上高 営業利益 

当期 前期 増減 増減率 当期 前期 増減 増減率 

 通信建設事業  57,206  58,664  △1,457  △2.5  1,306  1,542  △236  △15.3

 情報サービス事業  6,947  4,206  2,741  65.2  94  58  36  63.2

 住宅不動産事業  1,823  1,723  100  5.8  40  △53  93 － 

 ビジネスサポート事業  6,263  5,838  425  7.3  520  373  147  39.5

 消去または全社 － － － －  50  54  △4  △7.8

合計  72,241  70,431  1,809  2.6  2,012  1,975  37  1.9



①通信建設事業 

 ＮＧＮサービスのエリア拡大をはじめとする光関連工事が堅調に推移するとともに、保守業務受託が拡大しまし

た。また、下期にはモバイル分野で電波周波数帯の事業者割り当てが実施されたこともあり、受注高は前期に比べ

増加しましたが、受注時期が下期へ偏重したことなどにより、売上高は前期を下回りました。利益面については、

売上原価および管理間接コストの低減に努めましたが、競争激化による売上原価率の上昇、売上高の減少等によ

り、営業利益は前期に比べ減少しました。 

②情報サービス事業 

  当セグメントの連結子会社が増加したことで前期に比べ受注高・売上高ともに増加し、営業利益は前期に比べ増

加しました。 

③住宅不動産事業 

 新規マンション物件の販売等があり前期に比べ受注高・売上高ともに増加し、営業利益を確保しました。 

④ビジネスサポート事業 

 半導体製造装置の設置・保守事業、人材派遣事業、リース事業等で受注高・売上高確保に努めましたが、前期に

比べ受注高は減少し、売上高は増加し、また、営業利益は増加しました。 

  

【次期の見通し】 

当社グループの主なセグメントである通信建設事業においては、通信事業各社のインフラ整備が今後も継続して

行われることが期待される一方、発注工事の小規模化や低価格化、建設業界内の競争激化などにより、受注面での

厳しさがより一層強まることを予想しております。 

情報サービス事業、住宅不動産事業、ビジネスサポート事業においても、景況が依然として先行き不透明な状況

にあることから、当面は厳しい環境が続くものと予想しております。 

そうしたなかで当社グループは、引き続き受注・売上の確保とコスト低減に取り組むこととし、また、人財の育

成と活力ある職場づくり、グループ経営基盤の強化についても総力をあげて取り組んでまいります。 

なお、次期における業績の見通しは以下のとおりであります。 

  

  

【セグメント別の売上高見通し】 

 （単位：百万円）

  

連結売上高 

百万円(前期比％) 

連結営業利益 

百万円(前期比％) 

連結経常利益 

百万円(前期比％) 

連結純利益 

百万円(前期比％) 

（99.7） 72,000  （89.4） 1,800 （85.5） 2,000 （74.9） 800

セグメント 
売 上 高 

上期 （前期比％） 下期 （前期比％） 通期 （前期比％）

 通信建設事業  27,000  101.5  30,000  97.5  57,000  99.6

 情報サービス事業  3,500  108.4  3,500  94.1  7,000  100.7

 住宅不動産事業  500  104.2  1,300  96.8  1,800  98.7

 ビジネスサポート事業  3,000  98.4  3,200  99.5  6,200  99.0

合計  34,000  101.9  38,000  97.7  72,000  99.7



（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 資産は、前連結会計年度末と比較して、27億98百万円増加し、616億75百万円となりました。主な増加は受取手

形・完成工事未収入金等の増加13億89百万円や、有形固定資産の増加8億17百万円であり、主な減少は、販売用不

動産の減少3億96百万円や、未成工事支出金の減少2億56百万円であります。 

負債は、前連結会計年度末と比較して、18億62百万円増加し、282億95百万円となりました。主な増加は支払手

形・工事未払金等の増加9億54百万円や、短期借入金の増加9億26百万円であり、主な減少は、未払法人税等の減

少2億85百万円であります。 

純資産は、前連結会計年度末（少数株主持分を含む）と比較して、9億35百万円の増加となりました。主な増加

は、利益剰余金4億71百万円であり、その結果、資産等の増加により自己資本比率は前連結会計年度末の51.3％か

ら49.9％となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ2億25百

万円増加し、53億1百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益23億86百万円の計上、

売上債権の増加7億21百万円、仕入債務の増加3億68百万円及び減価償却費15億50百万円による資金の増加要因と、

長期未払金の減少2億円及び法人税等の支払額11億10百万円による資金の減少要因により、17億63百万円の資金増

加（前連結会計年度35億38百万円の資金増加）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却及び償還による収入があり

ましたが、有形固定資産の取得等により、9億98百万円の資金減少（前連結会計年度3億4百万円の資金減少）とな

りました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入による収入がありましたが、配当金の支払

等により、5億38百万円の資金減少（前連結会計年度20億34百万円の資金減少）となりました。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移  

   

※ 自己資本比率 ・・・・・・・・・・・・・・・（純資産－新株予約権－少数株主持分）／総資産 

  時価ベースの自己資本比率 ・・・・・・・・・株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ・・・・有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ ・・・・・ 営業キャッシュ・フロー／利払い 

  １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数控除後）により算出しております。 

  ３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

  ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

  象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

  ます。    

  

  平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期

自己資本比率（％）  48.7  48.3  47.1  51.3  49.9

時価ベースの自己資本比率（％）  26.3  26.8  27.2  27.5  25.1

キャッシュフロー対有利子負債比

率（年） 
 7.0  10.8  6.3  3.2  7.1

インタレスト・カバレッジ・レシ

オ（倍） 
 11.5  8.3  13.7  28.1  12.2



（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループは、徹底した効率化の推進ならびに財務体質のさらなる向上によって、安定した配当政策を継続し

ていく所存であります。 

 また、内部留保資金につきましては、長期にわたる安定的な経営基盤の確保のため、適正な運用に努めてまいり

ます。 

 上記方針に基づき、当期の期末配当につきましては、先にお知らせしたとおり１株当たり５円とさせていただ

き、既に実施いたしました中間配当（１株当たり５円）と合わせ、１株当たりの年間配当は１０円とさせていただ

きます。 

 次期の配当見通しにつきましては、１株当たり１０円とさせていただく予定であります。このうち中間配当は５

円、期末配当は５円であります。 

  

（４）事業等のリスク 

【特定の得意先との取引について】 

 当社グループは、通信建設事業を主な事業としており、ＮＴＴグループを始めとする通信事業者各社との安定

的な取引を継続しておりますが、これら各社の売上高に占める割合が高く、通信事業者各社の設備投資動向や技

術革新によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

【ＣＳＲについて】 

 当社グループは、人身事故ゼロ・設備事故ゼロ・情報漏洩ゼロを基本として、安全衛生や品質のマネジメント

システムを導入し、お客様に感動していただくために、信頼の技術と品質、サービスを提供することとしており

ますが、重大な事故等不測の事態を発生させた場合は、社会的に大きな影響を与えるとともに、営業活動に制約

を受け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



 当企業集団は、日本電話施設株式会社（当社）および子会社３０社（うち連結子会社２４社）、関連会社５社

（うち持分法適用会社４社）で構成されており、電気通信設備、電気設備等の通信建設事業を中心に、情報システ

ムの開発・運用・保守、ネットワークのコンサルティング・運用・保守等の情報サービス事業、不動産の売買、交

換、賃貸借、管理および鑑定評価等に関する住宅不動産事業および半導体製造装置等の設置・保守サービス、リー

ス・レンタル事業、人材派遣事業等のビジネスサポート事業の事業活動を展開しております。 

 事業の内容と当社および子会社、関連会社の当該事業における位置づけならびに事業の種類別セグメントとの関

連は、次のとおりであります。 

 （注）１ ブリッジ・モーション・トゥモロー㈱は、株式の追加取得により持分法適用関連会社から連結子会社となっ

 ております。 

２ ㈱トヨコムシステムズは、株式の新規取得により連結子会社となっております。 

３ ㈱富山サンワは平成23年６月１日付で、㈱丸栄サンワより社名変更しております。 

４ ㈱名通エレコスは平成23年10月１日付で、エヌディエス名通エンジニアリング㈱より社名変更しておりま 

 す。 

２．企業集団の状況

事業の種類 主な事業の内容 関連する会社 

通信建設 ・電気通信設備工事  当社 

事業 ・電気設備工事  【連結子会社 １５社】 

  ・一般土木工事  愛知エヌディエス工事㈱、名和通信建設㈱、北東通信建 

  ・その他建設工事全般  設㈱、エヌディエス大協㈱、大日通信建設㈱、静岡エヌ 

     ディエス工事㈱、東邦工事㈱、浜松エヌディエス工事㈱、 

     浜松通信施設㈱、岐阜エヌディエス工事㈱、三重エヌデ 

     ィエス工事㈱、三通建設工事㈱、みつぼしテクノ㈱、日 

     本技建㈱、㈱ＮＮＫ 

     【非連結子会社 ５社】 

     三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、㈱富山サンワ、㈲三通シス 

     テム、㈱太田工事 

     【持分法適用関連会社 ３社】 

     名古屋電話工事㈱、日本協同建設㈱、布目電話工業㈱、 

     【持分法非適用関連会社 １社】 

     ㈱名通エレコス 

情報サービス ・情報システムの開発・運用・保守  【連結子会社 ５社】 

事業 ・ネットワークのコンサルティン  ＮＤＳインフォス㈱ 

   グ・運用・保守  ㈱エヌサイト 

  ・VODソリューション事業  ㈱アイコス・コーポレーション 

  ・モバイル機器性能評価事業等  ブリッジ・モーション・トゥモロー㈱ 

     ㈱トヨコムシステムズ 

住宅不動産 ・不動産の売買・交換・賃貸借  当社 

事業 ・不動産の管理、鑑定評価および  【連結子会社 １社】 

   コンサルティング業務等  エヌディエスメンテ㈱ 

ビジネス ・リース・レンタル事業  当社 

サポート ・通信機器の製造・販売・修理  【連結子会社 ３社】 

事業 ・OA機器の販売  ㈱エヌディエスリース 

  ・半導体製造装置等の設置・  エヌディエスソリューション㈱ 

   保守サービス  東名通信工業㈱ 

  ・人材派遣事業  【非連結子会社 １社】 

  ・通信資材の販売・輸送等  ㈱東豊警備 

     【持分法適用関連会社 １社】 

     ㈱東海通信資材サービス 



 
  



（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、本年３月に見直した新たな企業理念「私たちは、すべてのお客様に「感動」していただくため

に、情熱をもって、信頼の技術と品質、サービスを提供します」のもと、最大の強みである情報通信ネットワーク

構築技術を活かした事業展開と、常にお客様の視点に立ったサービスを提供することで、豊かな情報通信社会の実

現に貢献していくことを経営の基本方針としております。 

   

（２）目標とする経営指標 

 当社グループは、企業価値向上のため、売上高営業利益率を重視し、その向上に努めてまいります。また、併せ

てキャッシュ・フローも重視してまいります。 

   

（３）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、グループビジョン「ソリューション＆エンジニアリング企業グループとしてビジネスの拡大を

図り、更なる成長を目指す」を実現すべく、常に変化する経営環境、市場動向に的確に対処しながら、企業価値の

更なる向上に向けて事業運営をすすめてまいります。具体的には、 

・ソリューション＆エンジニアリング企業グループとしてのビジネス拡大 

・社員の当事者能力の発揮と明るく活力ある企業風土の定着 

・社会から信頼される企業グループとしての基盤強化 

を中期基本戦略として掲げ、グループ全体でこれに取り組んでまいります。 

  

（４）会社の対処すべき課題 

 当社グループを取り巻く経営環境は、国内の景況が震災の復興を経て緩やかに持ち直しの動きを示すものの、引

き続き電力需給問題や欧州ユーロ圏に端を発する金融不安などのリスクを抱えつつ推移すると思われます。 

 情報通信分野におきましては、増加の一途を辿るデータ通信量に対応し、通信事業各社においてブロードバンド

サービスの高速化・大容量化に向けた通信インフラ整備が引き続き進展する一方、料金・サービス両面での多様化

を通じた各事業者間のユーザ獲得競争は更に激しさを増すと予想されます。また、中長期を見渡せば、光関連設備

や携帯電話基地局の充足、ＰＳＴＮ※１網からＩＰ網への移行などにより、情報通信分野はその事業環境が大きく

変化するものと想定しております。 

 このような事業環境のなか、当社グループは将来のあるべき姿を見据え、企業理念を発展させた上で、「ソリュ

ーション＆エンジニアリング企業グループとしてビジネスの拡大を図り、更なる成長を目指します。」という新ビ

ジョンのもと、創業60周年を迎える2014年を中間目標年度、2018年を到達年度として、新たな中長期グループビジ

ョン「チャレンジ －2014 －2018」、中期経営計画「チャレンジ －2014」を策定いたしました。この実現に向

け、「売上の拡大と利益の確保・拡大」「人財の育成と活力ある職場づくり」「グループ経営基盤の強化」に向け

た施策を推進し、今後も全力をあげて幅広く社会の発展に尽力してまいります。 

  

※1 PSTN（Public Switched Telephone Networks）：公衆交換電話網、一般の加入電話回線ネットワーク 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 5,436 5,702

受取手形・完成工事未収入金等 19,748 ※5  21,138

リース債権及びリース投資資産 2,631 2,479

有価証券 170 －

未成工事支出金 323 66

仕掛品 33 63

仕掛販売用不動産 543 1,114

販売用不動産 1,223 826

商品 37 223

材料貯蔵品 716 679

繰延税金資産 973 853

その他 392 524

貸倒引当金 △45 △96

流動資産合計 32,184 33,575

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 4,496 4,392

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 2,094 2,884

土地 8,553 8,536

貸与資産（純額） 172 199

建設仮勘定 81 201

有形固定資産合計 ※2, ※4  15,397 ※2, ※4  16,215

無形固定資産 794 1,281

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※2  7,703 ※1, ※2  7,718

長期貸付金 89 98

繰延税金資産 1,381 1,233

その他 ※1  1,442 ※1  1,713

貸倒引当金 △118 △161

投資その他の資産合計 10,499 10,602

固定資産合計 26,691 28,099

資産合計 58,876 61,675



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 5,163 6,118

短期借入金 ※2  4,325 ※2  5,252

リース債務 18 205

未払法人税等 984 698

未成工事受入金 86 64

賞与引当金 1,530 1,516

役員賞与引当金 47 42

工事損失引当金 187 77

その他 1,993 2,076

流動負債合計 14,338 16,052

固定負債   

長期借入金 ※2  6,857 ※2  6,625

リース債務 62 479

退職給付引当金 4,302 4,283

役員退職慰労引当金 317 307

その他 553 545

固定負債合計 12,094 12,242

負債合計 26,432 28,295

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,676 5,676

資本剰余金 4,425 4,425

利益剰余金 21,557 22,028

自己株式 △2,230 △2,278

株主資本合計 29,428 29,852

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 797 913

その他の包括利益累計額合計 797 913

新株予約権 248 276

少数株主持分 1,969 2,337

純資産合計 32,444 33,379

負債純資産合計 58,876 61,675



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高   

完成工事高 ※7  58,664 ※7  57,206

兼業事業売上高 11,767 15,035

売上高合計 70,431 72,241

売上原価   

完成工事原価 52,399 51,480

兼業事業売上原価 10,183 12,746

売上原価合計 62,582 64,227

売上総利益   

完成工事総利益 6,264 5,725

兼業事業総利益 1,584 2,288

売上総利益合計 7,849 8,014

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  5,873 ※1, ※2  6,001

営業利益 1,975 2,012

営業外収益   

受取利息 22 24

受取配当金 154 177

受取賃貸料 128 130

持分法による投資利益 10 64

その他 288 214

営業外収益合計 604 610

営業外費用   

支払利息 125 144

支払手数料 8 1

賃貸費用 70 103

その他 51 35

営業外費用合計 256 284

経常利益 2,322 2,338



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

特別利益   

前期損益修正益 ※3  6 －

固定資産売却益 ※4  98 ※4  0

貸倒引当金戻入額 56 －

事業譲渡益 80 －

段階取得に係る差益 － 291

その他 37 47

特別利益合計 279 339

特別損失   

前期損益修正損 ※5  10 －

固定資産処分損 ※6  42 ※6  20

投資有価証券評価損 188 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 18 －

減損損失 ※8  95 ※8  31

持分変動損失 － 125

訴訟関連損失 － 92

その他 22 21

特別損失合計 378 292

税金等調整前当期純利益 2,223 2,386

法人税、住民税及び事業税 1,148 824

法人税等調整額 △125 335

法人税等合計 1,023 1,160

少数株主損益調整前当期純利益 1,199 1,225

少数株主利益 70 157

当期純利益 1,128 1,068



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,199 1,225

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △15 127

持分法適用会社に対する持分相当額 10 △8

その他の包括利益合計 △4 ※1  118

包括利益 1,194 1,344

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,121 1,183

少数株主に係る包括利益 73 160



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 5,676 5,676

当期末残高 5,676 5,676

資本剰余金   

当期首残高 4,425 4,425

当期末残高 4,425 4,425

利益剰余金   

当期首残高 21,021 21,557

当期変動額   

剰余金の配当 △592 △592

当期純利益 1,128 1,068

自己株式の処分 △0 △4

当期変動額合計 536 471

当期末残高 21,557 22,028

自己株式   

当期首残高 △2,208 △2,230

当期変動額   

自己株式の取得 △23 △80

自己株式の処分 1 33

当期変動額合計 △21 △47

当期末残高 △2,230 △2,278

株主資本合計   

当期首残高 28,914 29,428

当期変動額   

剰余金の配当 △592 △592

当期純利益 1,128 1,068

自己株式の取得 △23 △80

自己株式の処分 1 28

当期変動額合計 514 423

当期末残高 29,428 29,852



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 805 797

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7 115

当期変動額合計 △7 115

当期末残高 797 913

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 805 797

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7 115

当期変動額合計 △7 115

当期末残高 797 913

新株予約権   

当期首残高 186 248

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 61 28

当期変動額合計 61 28

当期末残高 248 276

少数株主持分   

当期首残高 1,956 1,969

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 368

当期変動額合計 13 368

当期末残高 1,969 2,337

純資産合計   

当期首残高 31,861 32,444

当期変動額   

剰余金の配当 △592 △592

当期純利益 1,128 1,068

自己株式の取得 △23 △80

自己株式の処分 1 28

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 67 512

当期変動額合計 582 935

当期末残高 32,444 33,379



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,223 2,386

減価償却費 1,394 1,550

減損損失 95 31

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3 △19

賞与引当金の増減額（△は減少） 159 △54

貸倒引当金の増減額（△は減少） △82 △10

受取利息及び受取配当金 △177 △201

支払利息 125 144

為替差損益（△は益） 5 0

段階取得に係る差損益（△は益） － △291

持分法による投資損益（△は益） △10 △64

固定資産売却損益（△は益） △98 △0

固定資産処分損益（△は益） 42 20

事業譲渡損益（△は益） △80 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 18 －

売上債権の増減額（△は増加） 4,295 △721

たな卸資産の増減額（△は増加） 418 147

仕入債務の増減額（△は減少） △4,206 368

長期未払金の増減額（△は減少） △282 △200

その他 104 △268

小計 3,949 2,816

利息及び配当金の受取額 181 203

利息の支払額 △125 △145

法人税等の支払額 △466 △1,110

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,538 1,763

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △360 △589

定期預金の払戻による収入 473 549

有形固定資産の取得による支出 △655 △917

有形固定資産の売却による収入 108 16

投資有価証券の取得による支出 △463 △327

投資有価証券の売却及び償還による収入 695 452

貸付けによる支出 △168 △206

貸付金の回収による収入 227 197

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

－ ※2  117

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ ※2  △138

事業譲渡による収入 123 －

その他 △283 △153

投資活動によるキャッシュ・フロー △304 △998



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,198 1,725

長期借入れによる収入 2,811 1,300

長期借入金の返済による支出 △3,009 △2,736

自己株式の取得による支出 △20 △78

配当金の支払額 △592 △592

少数株主への配当金の支払額 △12 △13

その他 △12 △143

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,034 △538

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,194 225

現金及び現金同等物の期首残高 3,882 ※1  5,076

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  5,076 ※1  5,301



該当事項はありません。  

  

1.連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数         24社 

 連結子会社名は、「２．企業集団の状況」に記載のとおりであります。 

 ブリッジ・モーション・トゥモロー㈱は、株式の追加取得により持分法適用関連会社から連結子会社となって

おります。 

 ㈱トヨコムシステムズは、株式の新規取得により連結子会社となっております。 

(2) 非連結子会社の数        ６社 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社６社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲

から除いております。 

2.持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数  ４社 

 持分法を適用した関連会社名は、「２．企業集団の状況」に記載のとおりであります。 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数  ７社  

（持分法を適用しない理由） 

 上記の持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

3.連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。 

4.会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 ただし、複合金融商品については、組込デリバティブを区別して測定することができないため、全体を時

価評価し評価差額を当連結会計年度の損益に計上しております。 

時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

未成工事支出金 

 個別法による原価法 

仕掛品 

 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

商品 

 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

材料貯蔵品 

 主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

仕掛販売用不動産 

 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

販売用不動産 

 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項



(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース賃借資産及び貸与資産を除く） 

定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物・構築物 ３～50年 

② リース賃借資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。 

③ 貸与資産 

主として定額法 

④ 無形固定資産 

定額法 

 ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

④ 工事損失引当金 

 当連結会計年度末未成工事のうち、損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損

失見込額を計上しております。 

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末に発生していると認められる額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）

による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

 連結子会社において、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上し

ております。 

(4) 完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については

工事進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準に

おける進捗率の見積りは主として原価比例法によっております。 

(5) ファイナンス・リース取引に係る収益計上基準 

 リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を採用しております。また、一体処理（特例処

理・振当処理）の要件を満たす金利通貨スワップについては、一体処理を採用しております。 

(7) のれんの償却方法及び償却期間  

  のれん及び平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、５年間の均等償却を行っておりま

す。 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式  

  



（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（法人税率の変更等による影響） 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布されたことにより、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率が変更されております。 

 この税率変更により繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が187百万円減少し、法人税等調整額が

250百万円増加しております。 

  

（７）追加情報



  

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。   

  

※２ 担保提供資産  

  

   担保対応債務   

  

 ３ 保証債務   

以下の借入に対し、債務の保証を行っております。 

  

※４ 減価償却累計額   

  

※５ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連

結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含ま

れております。 

  

（８）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

投資有価証券（株式）   百万円1,215 百万円1,099

その他（出資金）    5  5

     計    1,220  1,104

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

建物・構築物 百万円234 百万円294

土地    1,776  1,776

投資有価証券    10  10

     計    2,021  2,081

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

長期借入金 百万円1,253 百万円1,164

短期借入金    1,376  1,287

     計    2,629  2,452

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

従業員（住宅資金借入債務） 百万円2 百万円1

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

  百万円15,930 百万円16,280

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

受取手形  百万円－ 百万円14



※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。   

  

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 

  

※３ 前連結会計年度の前期損益修正益は、過年度工事請負額の修正等であります。 

  

※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。   

  

※５ 前連結会計年度の前期損益修正損は、過年度工事請負額の修正等であります。 

  

※６ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。   

  

※７ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額   

  

（連結損益計算書関係）

  前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 

従業員給料手当   百万円2,168 百万円2,227

貸倒引当金繰入額    42  21

賞与引当金繰入額    247  226

退職給付費用    301  264

役員退職慰労引当金繰入額    59  57

役員賞与引当金繰入額    47  42

役員報酬および給料手当    651  664

  前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 

  百万円63 百万円95

  前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 

機械、運搬具及び工具器具備品 百万円2 百万円0

土地    95  －

      計    98  0

  前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 

建物・構築物 百万円34 百万円14

機械、運搬具及び工具器具備品  7  6

無形固定資産  －  0

      計  42  20

  前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 

  百万円187 百万円△87



※８ 減損損失  

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。 

 当社グループは、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを行っております。 

 遊休資産については、今後も使用の目処が立っていないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し 百万円の

減損損失を計上しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、重要性の高い資産グループについては、不動産鑑定

評価額によることとしておりますが、当該資産については重要性が乏しいため、路線価による相続税評価額を基

礎として合理的な調整を行った価額により測定しております。 

 また、事業用資産のうち上記物件については、使用目的の変更により処分する当該資産の帳簿価額全額を減額

し 百万円の減損損失を計上しております。 

  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。 

 当社グループは、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを行っております。 

 遊休資産については、今後も使用の目処が立っていないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し 百万円の

減損損失を計上しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、重要性の高い資産グループについては、不動産鑑定

評価額によることとしておりますが、当該資産については重要性が乏しいため、路線価による相続税評価額を基

礎として合理的な調整を行った価額により測定しております。    

用途 種類 場所 

遊休資産 土地 愛知県豊橋市他 

事業用資産 建物・構築物 名古屋市中区 

72

23

用途 種類 場所 

遊休資産 土地 三重県津市 

31



  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 その他有価証券評価差額金 

 持分法適用会社に対する持分相当額 

  

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式数の増加82千株は、単元未満株式の買取等によるものであります。 

    普通株式の自己株式の減少4千株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結包括利益計算書関係）

当期発生額 百万円82

組替調整額             △3

  税効果調整前                      79

  税効果額                    △48

  その他有価証券評価差額金                     127

当期発生額   △8

    その他の包括利益合計   118

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式  

普通株式（千株）  65,962  －  －  65,962

自己株式  

普通株式（千株）（注）  6,764  82  4  6,841

会社名 内訳 
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首 

増加 減少 
当連結 

会計年度末 

提出会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  248

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  296  5 平成22年３月31日 平成22年６月28日 

平成22年11月12日 

取締役会 
普通株式  296  5 平成22年９月30日 平成22年12月６日 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  296  5 平成23年３月31日 平成23年６月27日



当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式数の増加310千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加288千株、単元未満

株式の買取による増加22千株等であります。 

普通株式の自己株式の減少102千株は、新株予約権等の行使による減少102千株、単元未満株式の売渡しに

よる減少0千株であります。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式  

普通株式（千株）  65,962  －  －  65,962

自己株式  

普通株式（千株）（注）  6,841  310  102  7,049

会社名 内訳 
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首 

増加 減少 
当連結 

会計年度末 

提出会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  276

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  296  5 平成23年３月31日 平成23年６月27日 

平成23年11月11日 

取締役会 
普通株式  296  5 平成23年９月30日 平成23年12月５日 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  295  5 平成24年３月31日 平成24年６月27日



※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の追加取得により、新たにブリッジ・モーション・トゥモロー㈱を連結したことに伴う連結開始時の資産及

び負債の内訳並びに株式の取得金額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

  

 株式の新規取得により、新たに㈱トヨコムシステムズを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式の取得金額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

  

１ 報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

 当社は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて主に国内での

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「通信建設

事業」、「情報サービス事業」、「住宅不動産事業」及び「ビジネスサポート事業」の４つを報告セグメントと

しております。 

 「通信建設事業」は、電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事業を

行っております。 

 「情報サービス事業」は、情報システムの開発・運用・保守、ネットワークのコンサルティング・運用・保

守、ＶＯＤソリューション事業及びモバイル機器性能評価に関する事業を行っております。 

 「住宅不動産事業」は、マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業を

行っております。 

 「ビジネスサポート事業」は、半導体製造装置等の設置・保守サービス、通信機器・ＯＡ機器の製造・販売・

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日）

    当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日）

現金預金   百万円 5,436   百万円 5,702

預入期間が３ヶ月を超える定期預金        △360           △400

現金及び現金同等物        5,076           5,301

流動資産計   百万円1,183

固定資産計    1,128

のれん    591

流動負債計    △823

固定負債計    △1,047

新株予約権    △12

少数株主持分    △171

既所有株式の企業結合日における時価    456

ブリッジ・モーション・トゥモロー㈱の追加取

得金額 
   391

ブリッジ・モーション・トゥモロー㈱の現金及

び現金同等物 
   509

差引：ブリッジ・モーション・トゥモロー㈱取

得に伴う収入 
   117

流動資産計   百万円585

固定資産計    8

のれん    114

流動負債計    △292

㈱トヨコムシステムズ株式の取得金額    416

㈱トヨコムシステムズの現金及び現金同等物    277

差引：㈱トヨコムシステムズ取得に伴う支出    138

（セグメント情報等）

【セグメント情報】



修理、並びにリース・レンタルを通して車両・事務機器等の調達の支援他、ビジネスのサポートに関する事業を

行っております。 

   

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と概ね

同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益の数値であり、セグメント間の内部売上高又は振替高は、主に市場価格に

基づいております。 

  



３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  

 前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

(注) １ 調整額は以下のとおりであります。  

(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額54百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。 

(2) セグメント資産の調整額9,992百万円は、セグメント間消去取引△4,013百万円、各セグメントに配分し

ていない全社資産14,005百万円であります。全社資産の主な内容は、提出会社での余裕運用資金(現金預

金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

(3) 減価償却費の調整額204百万円は、各セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。 

  (4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額95百万円は、各セグメントに配分していない全社資産

の増加額であります。  

２ セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  
通信建設 

事業 

情報 

サービス 

事業 

住宅不動産

事業 

ビジネス 

サポート 

事業 

計 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸

表計上額 

（注）２

売上高               

 外部顧客に対する売上高  58,664  4,206  1,723  5,838  70,431  －  70,431

 セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 13  0  10  1,597  1,621  △1,621  －

計  58,677  4,206  1,733  7,435  72,053  △1,621  70,431

セグメント利益又は損失（△）  1,542  58  △53  373  1,920  54  1,975

セグメント資産  34,282  1,596  4,682  8,322  48,883  9,992  58,876

その他の項目   

 減価償却費  824  32  65  268  1,189  204  1,394

 有形固定資産及び無形固定資 

 産の増加額 
 356  113  119  219  808  95  904



 当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：百万円）

(注) １ 調整額は以下のとおりであります。  

(1) セグメント利益の調整額50百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。 

  (2) セグメント資産の調整額7,196百万円は、セグメント間消去取引△4,444百万円、各セグメントに配分し

ていない全社資産11,640百万円であります。全社資産の主な内容は、提出会社での余裕運用資金(現金預金及

び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  (3) セグメントに対する固定資産の配分基準と関連する減価償却費の配分基準が異なっております。 

  (4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額118百万円は、各セグメントに配分していない全社資産

の増加額であります。 

  ２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

（単位：百万円）

(注) 調整額は、各セグメントに配分していない全社資産に係る金額であります。 

  

  
通信建設 

事業 

情報 

サービス 

事業 

住宅不動産

事業 

ビジネス 

サポート 

事業 

計 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸

表計上額 

（注）２

売上高               

 外部顧客に対する売上高  57,206  6,947  1,823  6,263  72,241  －  72,241

 セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 44  238  2  1,909  2,195  △2,195  －

計  57,251  7,186  1,825  8,173  74,437  △2,195  72,241

セグメント利益  1,306  94  40  520  1,962  50  2,012

セグメント資産  35,442  5,050  4,978  9,008  54,478  7,196  61,675

その他の項目   

 減価償却費  953  264  74  258  1,550  －  1,550

 有形固定資産及び無形固定資 

 産の増加額 
 569  162  132  253  1,118  118  1,236

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

  
通信建設 

事業 

情報サービス 

事業 

住宅不動産 

事業 

ビジネス 

サポート事業 
調整額 計 

減損損失  77  －  18  －  －  95

  
通信建設 

事業 

情報サービス 

事業 

住宅不動産 

事業 

ビジネス 

サポート事業 

調整額 

(注) 
計 

減損損失  －  －  －  －  31  31



（注）算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

該当事項はありません。 

  

 リース取引関係、税効果会計関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、スト

ック・オプション等関係、企業結合等関係、資産除去債務関係、賃貸等不動産関係、関連当事者情報及び開示対象

特別目的会社関係に関する注記事項、個別財務諸表及び注記事項については、決算短信における開示の必要性が大

きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 511.26 円 522.22

１株当たり当期純利益 円 19.09 円 18.07

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 18.77 円 17.69

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）  32,444  33,379

普通株式に係る純資産額（百万円）  30,226  30,765

差額の主な内訳（百万円） 

新株予約権  248  276

少数株主持分  1,969  2,337

普通株式の発行済株式数（千株）  65,962  65,962

普通株式の自己株式数（千株）  6,841  7,049

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数

（千株） 
 59,121  58,913

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり当期純利益 

当期純利益（百万円）  1,128  1,068

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  1,128  1,068

普通株式の期中平均株式数（千株）  59,152  59,094

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  984  1,281

（うち新株予約権）（千株）  984  1,281

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
 該当事項はありません  該当事項はありません 

（重要な後発事象）

（開示の省略）



  

  

１．受 注 高  

 （単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。  

  

２．売 上 高  

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。 

  

３．受 注 残 高  

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。 

（受注高・売上高・受注残高の状況）

  前連結会計年度 当連結会計年度     

期 別 自平成22年４月１日 自平成23年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成23年３月31日 至平成24年３月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %  %  %

通信建設事業  58,535  83.0  59,604  80.0  1,069  101.8

情報サービス事業  4,266  6.0  6,879  9.2  2,613  161.3

住宅不動産事業  1,527  2.2  1,853  2.5  325  121.3

ビジネスサポート事業  6,191  8.8  6,131  8.3  △59  99.0

計  70,520  100.0  74,468  100.0  3,948  105.6

  前連結会計年度 当連結会計年度     

期 別 自平成22年４月１日 自平成23年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成23年３月31日 至平成24年３月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %  %  %

通信建設事業  58,664  83.3  57,206  79.2  △1,457  97.5

情報サービス事業  4,206  6.0  6,947  9.6  2,741  165.2

住宅不動産事業  1,723  2.4  1,823  2.5  100  105.8

ビジネスサポート事業  5,838  8.3  6,263  8.7  425  107.3

計  70,431  100.0  72,241  100.0  1,809  102.6

  前連結会計年度 当連結会計年度     

期 別 自平成22年４月１日 自平成23年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成23年３月31日 至平成24年３月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %  %  %

通信建設事業  7,775  75.2  10,173  80.9  2,397  130.8

情報サービス事業  177  1.7  108  0.9  △68  61.2

住宅不動産事業  52  0.5  82  0.7  29  156.5

ビジネスサポート事業  2,335  22.6  2,203  17.5  △131  94.4

計  10,340  100.0  12,567  100.0  2,226  121.5



(1）役員の異動 

 役員の異動につきましては、本日公表の別途開示資料をご覧ください。   

  

５．その他



決算短信補足資料（連結） 

  

１ 業績の推移（実績）                                （単位：百万円） 

  

２ 次期業績の予想（平成２５年３月期・第５９期）                   （単位：百万円） 

  

３ 次期売上高予想の種類別セグメント内訳（平成２５年３月期・第５９期）        （単位：百万円） 

  

４ 資本的支出および減価償却費の実績と計画                      （単位：百万円） 

  

５ 当期業績に至る主要因等 

平成23年度の業績は、東日本大震災の影響が懸念されるなか、通信建設事業においては売上高の減少があった

ものの、情報サービス事業においてブリッジ・モーション・トゥモロー株式会社を連結子会社化したことと、ビジ

ネスサポート事業が順調に推移したことにより、売上高は前期比18億10百万円増加の722億41百万円となりまし

た。 

 利益面では、売上高増加の影響に加え、受注単価が低下するなかで経費削減に努めた結果、営業利益20億12百万

円を確保しました。 

  

補足資料

期別 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成24年3月期（第58期）  72,241  2,012  2,338  1,068

平成23年3月期（第57期）  70,431  1,975  2,322  1,128

平成22年3月期（第56期）  70,343  961  1,204  569

平成21年3月期（第55期）  72,629  1,752  1,974  613

平成20年3月期（第54期）  71,890  1,739  2,125  977

期別 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

第２四半期連結累計期間 

(平成２４年９月) 
 34,000  400  550  300

通期(平成２５年３月期)  72,000  1,800  2,000  800

セ グ メ ン ト 別 
売 上 高 

上 期 下 期 通 期 

通信建設事業    27,000  30,000  57,000

情報サービス事業  3,500  3,500  7,000

住宅不動産事業  500  1,300  1,800

ビジネスサポート事業  3,000  3,200  6,200

合 計  34,000  38,000  72,000

期 別 通信建設事業 
情報サービス

事業 

住宅不動産 

事業 

ビジネス 

サポート事業
全社分 

資本的支出 

合計 
減価償却費 

平成25年3月期  350  150  400  200  100  1,200  1,600

平成24年3月期  569  162  132  253  118  1,236  1,550

平成23年3月期  356  113  119  219  97  904  1,394
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